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このニュースは中央団体と県連絡会に送付しています。地域連絡会や単産に送って下さい。
｢2011年までに10％を｣と経団連提言、総選挙での審判が重要に
日本経団連は10月2日、「税・財政・社会保障制度の一体改革に関する提言」を発表、遅くとも２０１１年度までに消費税を10％にすることを提言しました。麻生首相の言う「２０１１年から毎年１％ずつ上げて２０１５年に10％にする」方針では間尺に合わないという強い姿勢を示したものです。公明党の唱える「定額減税｣の財源を含め、年末に向けた「税制の抜本改革論議」が重大になっています。国民世論の動向と総選挙の結果がこの論議を左右します。「消費税増税ノー」「生活費に課税するな」の世論と運動をいっそう大きくし、総選挙で審判を下していきましょう。
総選挙で増税反対の声を反映させよう

ーー中央各界連が国会要請
　消費税廃止各界連(各界連)は10月1日、国会要請行動をおこない９団体・地域から22人が参加しました。打ち合わせ集会では全国商工団体連合会(全商連)の西村冨佐多副会長が「麻生内閣は消費税10％に執念を燃やしている。目前の総選挙で消費税増税反対の声が反映する政治を実現する展望を開こう」と主催者あいさつ。各団体の交流では、「衆院選候補者にアンケート活動をおこない、すでに明確な反対を表明する議員も多い。この確約を選挙後も力にしていく」（神奈川）、「テレビ番組で自民も民主も『将来は消費税10％』を公言したり、消費税は公平という意見もまだ多い。多くの世論は増税反対だが、気を緩めず運動を強めたい」(なくす会)、「『生活が泣いている』の新ポスターを町に張り巡らせることと10月4日の『社会保障財源に消費税はふさわしくない』の学習会を成功させ、力にしたい」（東京）、「初めて消費税問題での病院内ポスターを作り、10万の会員に送った」（保団連）「地域からの声を大きくするために７地域で各界連を再建」(埼玉)などが報告されました。日本共産党の佐々木憲昭衆院議員が「内需拡大のために家計と中小企業・農漁業を支援することが大事。消費税増税などとんでもないの声を集め、総選挙で増税勢力に審判を下そう」と国会情勢報告をおこない、この日寄せられた７千人分の署名を受け取りました。その後、参加者は地元議員を中心に要請をおこない、「消費税は３年上げない。（その後は）議論になると思う」（自民、神奈川県）「消費税増税は反対、生活費にも課税しない方針」（民主、共産など）の声が寄せられました。
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☆長野・小諸市で「消費税増税反対」請願を採択

　長野・浅間民商が提出していた「消費税の増税反対に関する請願」を小諸市議会が９月議会で採択し、関係機関に意見書を提出しました。
２００３年に請願した際には継続審査になりましたが、今回は委員会で公明党が反対したものの本会議で全会一致となりました。
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◎麻生首相の増税路線の危険性と
総選挙での審判を訴える◎　　＜各地で学習や宣伝＞

★今でも苦しいのに引き上げ困る＜中央各界連＞　消費税廃止各界連（各界連）は麻生内閣が誕生した翌日の９月25日、新宿駅西口で中央社会保障推進協議会と共同宣伝行動をおこない、７団体23人が「消費税増税は許さない」「後期高齢者医療制度は廃止を」と訴えました。全商連の西村冨佐多副会長、全国保険医団体連合会の住江憲勇会長、消費税をな
くす会の梅村早江子事務局長、日本共産党比例東京ブロック候補の谷川智行さん、新日本（２ページに続きます）

婦人の会の上野美知代さん、農民運動全国連合会の上山興士さんがそれぞれ訴えました。各弁士は、麻生内閣が２０１１年から５年かけて毎年１％ずつ消費税を上げることを表明する危険な増税内閣であることを指摘。「消費税が社会保障のため、高齢化社会のためというのはウソだった」「税収のほとんどは法人税減税の穴埋めにされた」「大もうけの大企業・大資産家に応分の負担を」と話し、目前の総選挙こそ増税勢力に審判を与える最大のチャンスであり、国民の声を結集して増税計画の息の根を止めようと呼びかけました。

友人の見舞い帰りの60代の男性は「後期高齢者で医療差別や天引きなどはとんでもない。消費税も引き上げられたら困る」、70代の女性は「今でも苦しいのに消費税引き上げは、絶対納得できない」と話していました。

★消費税の本質学び総選挙でノーの審判を＜熊本県＞　消費税廃止熊本県各界連絡会（県商連、県労連、新婦人県本部など１５団体が加盟）は９月⒛日、熊本市民会館で消費税大増税反対学習交流会を開催し、１００人を超す参加がありました。黒川功・日本大学教授が「消費税増税論議の正体と勤労市民の権利」と題して講演。消費税が不公平税制そのものであることを指摘しました。

　また庶民にしわ寄せをする消費税の仕組みを「消費税をなくす熊本の会」の会員２人がわかりやすくコントで披露。参加者はユーモアあふれる劇に笑いながらも、消費税への怒りを新たにしました。地域からの発言では、熊本民商の山本副会長（ペットショップ経営）が「増税になれば廃業せざるを得ない」と発言。またイタリア人と結婚し、イタリア生活を半年、日本の生活を半年続けている陶芸家の沢田一葉さんがイタリアのくらしや不加価値税の問題を発言しました。地域各界連づくりでは、八代民商の遠山さんから（貸家業）決意表明があり、今後の運動に弾みをつけました。最後にアピールを採択。消費税は消費を冷やす最悪の大衆課税と批判。大企業・大資産家にふさわしい負担をさせる、無駄な公共専業、防衛予算。米軍への思いやり予算の見直しで財源は十分できることを示し、「総選挙で消費税増税ノーの審判を下そう」と訴えました。

★生活必需品に消費税をかけないで＜静岡県＞　静岡県各界連は９月24日、残暑の日差しがまだ厳しい昼休み、静岡市呉服町商店街イベント広場前で５団体８人（県商連２、静岡民商３、民医連１、新婦人１、共産党１）の参加で署名・宣伝行動。チラシ１００枚を配布、消費税署名42人分が寄せられました。県商連の大牧正孝事務局員、共産党の浅賀道男常任委員、新婦人の田中嶋直子さんらが交代で「麻生氏は消費税増税派、消費税は３年間上げないなどと言っているが、テレビ討論や月刊誌などで10％台の増税を口走っている。増税反対の声を強め、総選挙で決着をつけましょう」などと訴えると、「物価高で大変、食料品など生活必需品には消費税を掛けないで」「消費税って、買い物するたびにかかるんですよね」と買い物にきている主婦や若者などが次々に署名の訴えに応じていました。
★パネルも使い宣伝＜岡山・倉敷＞　岡山・倉敷各界連は9月20日、倉敷駅２階出口前で午後２時から１時間の定例宣伝行動をおこない、48人分の署名が寄せられ、ビラ３００枚を配布しました。ハンドマイクでは、倉敷市議の小山博通さんをはじめ、年金者組合、新婦人、民商の弁士が、途切れることなく消費税増税反対を訴えました。前回、前々回よりも反応は良く、署名の数も前回より10人分増えています。「消費税に変わる財源は軍事費を削って、大企業の法人税率引き上げれば十分だ」と分かりやすく図解したパネルも展示し、中高生が見入る姿も見られました。
★税金の取り方を改めさせる選挙に、秋の陣スタート＜長野県＞　長野県各界連と県社保協は９月10日、松本市の県勤労者福祉センターで「社会保障口実でも消費税増税なんてとんでもない～９・10秋の陣学習決起集会」を開催し、130人が参加しました。浦野広明・立正大学教授（税理士）が講演し、日本国憲法の示す「国民の生存権保障」という原点から、社会保障や税制の問題点を語り、消費税増税がいかに道理のないものか、また現状の税金の取り方・使い方がいかに国民にとって無益かを明らかにしました。最後に、憲法前文に触れ、そもそも国政は国民の信託によるものであり「国民の信託を裏切る政治家は退場してもらう以外にない。今度の選挙を『税民投票』として、税金の取り方を改めさせる選挙にしよう」と力強く呼びかけました。県社保協の平川事務局長、新婦人松本支部の小林事務局長、県消費税をなくす会の森さん、日本共産党の犬飼・松本市議、岡谷市各界連の伊藤事務局長らが決意表明をおこない、最後に県各界連の竹内事務局長が行動提起おこない、全員で確認しました。
※各地の９月、10月の行動をホームページでも紹介しています。















